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(差異) (差異) (差異)

今回 9月 +0.2% ▲1.5 +1.2% ▲0.5 +1.7% ▲0.2
前回 6月 +1.7% - +1.7% - +1.9% -
今回 9月 +3.1% +0.3 +0.9% ▲1.2 +1.9% ▲0.2
前回 6月 +2.8% - +2.1% - +2.1% -
今回 9月 5.4% +0.2 2.8% +0.2 2.3% +0.1
前回 6月 5.2% - 2.6% - 2.2% -
今回 9月 8.1% +1.3 5.5% +2.0 2.3% +0.2
前回 6月 6.8% - 3.5% - 2.1% -
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出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成
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2022年10月11日

世界的に株価が下落基調の中、米国株と欧州株の下落幅に差
 各国金融当局が金融引締め継続の姿勢を示す中、欧州と比べ米国の景気減速は緩やかなものになるとの
見方から、米国株の下落は欧州株と比べ緩やかなものとなっている。

 不透明な投資環境の中、投資家が幅広い業種へ分散しながら収益確保を狙うような相場展開が続くか 。

（審査確認番号2022-TＢ154）

図表3：主な業種別指数の推移

1/2

～米国株と欧州株の動向に差～
 9月20～21日のFOMC(米連邦公開市場委員会)で
は、3会合連続となる0.75％の大幅利上げが決定
され、利上げを継続していく姿勢が示されました。
米国を始め各国の景気減速が懸念される中、欧州
ではドイツのインフレ率が数十年ぶりの高水準と
なり、欧州の景況感の悪化が鮮明となるなど、欧
州の景気減速は避けられず米国と比較しても、減
速の度合は深くなるとの見方が大勢を占めていま
す。ECB(欧州中央銀行)は物価見通しを引き上げ、
2023年の実質GDP(国内総生産)成長率見通しを
大きく引き下げており(図表1)、欧州株は下落し
ています。欧州と比べ米国の景気減速は緩やかな
ものになるとの見方から、米国株の下落は欧州株
と比べ緩やかなものとなっています(図表2) 。

～業種別では公益株の直近の下落が目立つ～
 米国では、大幅な利上げにより米長期金利が上昇
基調を強めており、割高感が意識されやすいハイ
テク関連銘柄を含む情報・通信株の下落が顕著と
なっています。業種別では、原油高を受けエネル
ギー株が年初来での騰落率が高く、続いて公益株
となっています。しかし6月に消費者物価指数が
大きく上昇した局面や、9月の米長期金利が上昇
した局面では、他の業種と比較し下落は大きなも
のとなっています。米インフレ率が発表された9
月12日からの公益株の下落率は18％程度となっ
ています (図表3)。

～分散投資で収益確保を狙う相場展開か～
 米国を始め各国は、当面金融引締めを継続する姿
勢を示しています。利上げの停止時期や、減速が
懸念される今後の世界経済の動向を予想するのは、
困難になっているものと思われます。市場はイン
フレや景況感を示す指標に一喜一憂する展開が続
いています。個別のニュースを材料に特定の業種
が上昇するといった相場環境の到来には、時間を
要すると思われ、投資家が幅広い業種へ分散しな
がら収益確保を狙うような相場展開が続くと想定
されます。

米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について

景気減速懸念が燻る中、米国株への業種分散に投資妙味か

図表1：欧米各金融当局による経済見通し

図表2：欧米株価の推移

※ 2021/10/1を100として指数化

※ 2021/10/1を100として指数化

※実質GDP成長率は前年比。
物価は個人消費支出(PCE)価格指数の前年同月比。
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